
団体名：（株）湊町開発センター 

所管局：都市計画局　

○平成29年度の経営状況について　（金額の単位は百万円）

売上高 2,218（前年度比　　＋83）

営業利益 416（前年度比　　＋64）

当期純利益 366（前年度比　　＋70）

入居率 平成29年度末現在 全体98.6％（オフィス98.6％、商業98.6％）

（ 平成28年度末現在 全体98.0％（オフィス97.3％、商業100.0％）

○平成29年度決算 ○平成30年度予算

（１）前年度決算比 （金額の単位は百万円） （金額の単位は百万円）

29年度決算28年度決算 増減 30年度予算29年度決算 増減

売上高 2,218 2,135 83 売上高 2,198 2,218 ▲19

営業費用 1,802 1,783 18 営業費用 1,849 1,802 47

営業利益 416 351 64 営業利益 349 416 ▲67

税引前当期純
利益

361 296 64
税引前当期純
利益

318 361 ▲42

法人税等 0 0 － 法人税等 0 0 －

法人税等調整
額

▲ 5 － ▲ 5
法人税等調整
額

－ ▲ 5 5

当期純利益 366 296 70 当期純利益 318 366 ▲48

（２）29年度予算比 （金額の単位は百万円）

29年度決算29年度予算 増減

売上高 2,218 2,188 29

営業費用 1,802 1,866 ▲64

営業利益 416 322 94

税引前当期純
利益

361 281 80

法人税等 0 0 －

法人税等調整
額

▲ 5 － ▲ 5

当期純利益 366 280 85

・光熱水費（ｶﾞｽ料金単価値上げ等）+8　修繕費 ▲27
・減価償却費 +21 ・業務委託料(法定防災点検等) +11

・不動産賃借料(ｺｰﾅﾝ転貸借終了) ▲41
・減価償却費 ＋21 ・修繕費 ＋60

概 況

増減説明 増減説明

・賃料＋31(店舗+7 ｵﾌｨｽ+23) ・ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ ＋2
・駐車場 ＋18 ・ｲﾍﾞﾝﾄ即売 +8
・ﾛｯｶｰ他附帯収入 +5

・賃料 ＋12(店舗±0 ｵﾌｨｽ+12)
・土地賃料(ｺｰﾅﾝ転貸借終了) ▲44
・ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ ＋1　・駐車場 ＋2

・固定資産除却損▲17

増減説明

・賃料(店舗+5 ｵﾌｨｽ▲9)▲4　・ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ±0
・駐車場＋14 ・ｲﾍﾞﾝﾄ即売 +7
・ﾛｯｶｰ他附帯収入+5

・光熱水費(電気使用料減)▲23　・減価償却費＋5
・業務委託料(法定防災点検等)＋11　・修繕費▲49

・固定資産除却損+13

資料１



団体名： 株式会社 湊町開発センター 

所管局： 都市計画局 

経営改善に向けた課題及び取組

課 題 これまでの取組内容 成 果 今後の目標及び取組 

１.ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの振興

年間200万人超が利用するﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの集

客力をﾋﾞﾙの賑わい・商業店舗の利用に繋

げるとともに、ﾊﾞｽ料金体系やﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの

運営方法を検討し、収益力の向上に取り組

む。

・H29.6月 新宿、横浜ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙを視察し、運営方

法、料金体系の在り方について検討着手

・関空便の発券手数料値上げ交渉

H30.4月～ 3％→5％

・手荷物増加によるﾀｸﾞ付け手数料を新設

・H30.2月 自販機の入札により増収を図る

・H29.10月 手荷物ﾛｯｶｰの入替えによる利便性、収

益性向上を図る 

3百円～7百円(3種)→3百円～1千円(6種) 

・関空便 発券手数料

H29実績9,182千円 H30見込11,347千円 

・ﾀｸﾞ付け手数料 H29実績 779千円

・2F自販機収入

H30.4-6月 1,325千円 前年同期比  599千円増 

・2Fﾛｯｶｰ手数料

H30.4-6月 2,202千円 前年同期比 1,158千円増 

＜参考＞ 乗降客数比（千人） 

 H29年度  H28年度 増減  前年比 

関空便  552     424    128  130.2% 

伊丹便  139    134    5  103.8% 

都市間  1,387    1,363    24  101.8% 

合 計  2,079     1,922    157  108.2% 

・H30.6 月 ﾊﾞｽ会社 4 社へ H32.4 月新運営体制ｽﾀｰﾄを目途に、企

画提案方式によるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを実施 (締切H30.9月末）

・乗降客数に比例した料金体系などの具体方策や、BT全体の運営

方法についてﾊﾞｽ会社と協議開始

２.ｵﾌｨｽ賃貸事業における収益力の向上

空室への早期入居促進を図り、高い入居率

の堅持と賃料水準の向上に取り組む。

・空室への早期ﾘｰｼﾝｸﾞ

・最適配置も含めた空室への積極的な誘致活動

入居促進実績 

・5Ｆ（358.33㎡） H30.4～ 賃＋共 922千円/月

・1Ｆ（ 29.72㎡） H30.4～ 賃＋共  72千円/月 

ﾋﾞﾙ内移転増床 2F→4F（106.62㎡→219.25㎡）

賃＋共 312千円/月→635千円/月 

・賃料水準の維持・向上

＜参考＞ 

H30.6月末 空室率 0.55％ 1区画 2F 106.62㎡ 

３.店舗賃貸事業における収益力の向上

効果的な販促活動を推進するとともに、ｲ

ﾍﾞﾝﾄ来場者やﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ利用客を館内店舗

へ誘導し、商業店舗の売上増加に取り組

む。 

・空室へのﾃﾅﾝﾄ誘致活動

・旅行会社とのﾀｲｱｯﾌﾟにより訪日観光客を呼び込

める飲食店舗の誘致

・通路ｽﾍﾟｰｽ等の有効活用策検討

・有名催事店の誘致

・音楽ｲﾍﾞﾝﾄの即時販売の展開

・H30.4 月 飲食店前の共用部ﾃﾗｽ化により増収を

図る

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ効果による賃料収入の増加

歩合賃料収入

H29実績 112,532千円  前年比 9,188千円増 

・ｶﾌﾟｾﾙﾄｲ自販機収入

H29.9～ 44台設置 1,031千円 

・催事店舗収入の増加

 H29実績 4,560千円 前年比 1,781千円増 

・音楽ｲﾍﾞﾝﾄ即時販売収入の増加

 H29実績 8,119千円 前年比 7,112千円増 

・経営効率向上のためのﾃﾅﾝﾄ入替を模索

・ｲﾍﾞﾝﾄ来場者やﾊﾞｽ利用客をﾃﾅﾝﾄ利用に繋げる

・多目的広場の有効活用策検討

・販促活動の費用対効果の検証方法も含めた見直し

・宅配ﾛｯｶｰの誘致

＜参考＞ 

H30.6月末 空室率 1.41％ 1区画 1F 97.51㎡ 

４.駐車場事業における収益力の向上

長期利用等の増加を図るとともに、駐車場

全体の収支構造について抜本的な改善に

取り組む。

・ﾎﾟｽﾃｨﾝｸﾞや自社WEBの活用によるﾋﾞﾙ入居者、近

隣住民への長期利用促進を図る

・時間帯別料金体系の見直しを図る（H28.11月～） 

（終日）30分250円 → 

（8時－22時）300円／（22時－8時）200円 

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ予約の活用

・長期利用収入の増

H29実績 31,922千円 前年比16,632千円増 

・料金見直しによる一時貸収入の増

 H29実績 40,600千円 前年比 2,150千円増 

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ予約活用による収入増

H29実績  450千円 前年比  165千円増 

・利用者が少ない夜間のｺｽﾄ削減を目指し費用対効果の向上に取

り組む

→稼働率の改善を図り、工事業者、館内入居者向け夜間割引制

度を実施

(21時－8時) H30.5月～ 工事業者 700円

H30.6月～  入居者  1千円 

・駐車場管理ｼｽﾃﾑの見直し検討開始

・ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ、駐車場ｼｪｱなど利用目的を多様化し、更なる稼働率

の向上を目指す H30.5月 ｶｰｼｪｱ利用5台 255千円/月

資料２ 



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円）

対28比
①－②

対25比
①－③

計画額
④

増減
①－④

売上高 2,218 2,135 2,168 2,134 2,215 83 2 2,201 16
営業原価 1,680 1,657 1,699 1,643 1,662 22 17 1,743 ▲63
売上総利益 538 477 469 490 553 60 ▲14 457 80
販売費及び一般管理費 121 125 137 130 132 ▲ 4 ▲10 130 ▲ 8
営業利益 416 351 331 360 420 64 ▲ 4 327 88
営業外収益 5 13 19 15 16 ▲ 8 ▲10 16 ▲ 10
受取利息 5 9 16 14 15 ▲ 4 ▲10 15 ▲ 10
雑収入 0 3 2 0 0 ▲ 3 0 0 0

営業外費用 40 42 44 47 81 ▲ 2 ▲41 47 ▲ 7
支払利息 40 42 44 47 81 ▲ 2 ▲41 47 ▲ 7
雑損失 - 0 - - - 0 - - -

経常利益 381 322 305 327 355 59 25 296 85
特別利益 - - - - - - - - -
特別損失 20 25 26 9 24 ▲ 5 ▲ 4 7 13
固定資産除却損 20 25 26 9 24 ▲ 5 ▲ 4 7 13

税引前当期純利益 361 296 279 317 331 64 29 289 72
法人税、住民税及び事業税 0 0 0 2 2 - ▲ 1 2 ▲ 1
法人税等調整額 ▲ 5 - - - - ▲ 5 ▲ 5 - ▲ 5
当期純利益 366 296 278 315 329 70 37 287 79
※百万円未満端数切捨て

平成29年度決算状況（損益計算書）

29決算
①

28決算
②

27決算 26決算
25決算
③

決算比 中期計画比

資料３



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円）

対28比
①－②

対25比
①－③

資産 16,075 16,245 16,809 17,437 17,923 ▲ 170 ▲ 1,847

流動資産（現金預金） 1,7203,005 2,848 2,087 1,581 ▲1,285 139

流動資産（その他） 758 677 500 663 58680 172

固定資産（有形固定資産） 5,178 5,210 5,317 5,280 5,341 ▲32 ▲ 162

固定資産（その他） 8,4177,351 8,142 9,405 10,414 1,066 ▲1,996

負債 11,509 12,046 12,906 13,814 14,615 ▲537 ▲ 3,105

流動負債 1,6311,352 1,389 1,430 1,359 278 271

固定負債（長期借入金） 9,106 9,931 10,756 11,583 12,431 ▲824 ▲ 3,325

固定負債（その他） 771 762 760 800 8239 ▲51

純資産 4,5654,198 3,902 3,623 3,307 366 1,257

資本金等 125 125 125 125 125- -

利益剰余金 4,440 4,073 3,777 3,498 3,182 366 1,257

※百万円未満端数切捨て

平成29年度決算状況（貸借対照表）

29決算
①

28決算
②

27決算 26決算
25決算
③

決算比

資料４



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円）

28決算
②

増減
①－②

計画
③

増減
①－③

計画
④

増減
①－④

収益的収入 2,149 78 2,217 10 2,532▲ 305

テナント敷金等 13 ▲ 5 - 8 - 8

出資金 - - - - - -

その他 - - - - - -

収益的支出 1,600 ▲ 6 1,672 ▲78 2,162▲ 568

テナント敷金等 7 ▲ 5 - 1 - 1

借入金返済 245 ▲ 122 245 ▲122 245 ▲ 122

大阪市 - - - - - -
国関係 - - - - - -

有利子 - - - - - -
無利子 - - - - - -

その他 245 ▲ 122 245 ▲122 245 ▲ 122

建設投資 142 83 234 ▲ 9 140 85

その他投資 - 1,714 - 1,714 -1,714

その他 - - - - - -

未収金・未払金等増減額 ▲ 9 147 0 137 0 137

当年度収支差引 157▲ 1,442 64 ▲1,349 ▲16 ▲ 1,269

前期資金残高 2,848 157 2,072 933 1,0191,986

当期資金残高 3,005▲ 1,285 2,136 ▲416 1,003 717

※百万円未満端数切捨て

収

入

2,227
8
-
-

平成29年度決算状況（資金収支表）

29決算
①

前年度決算比 中期計画比 特定調停計画比

支

出

1,594
1

122
-
-

日本政策投
資銀行

-
-

122

1,720

225
1,714

-
137

▲ 1,285
3,005

資料５



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円）

29決算 28決算 27決算 29決算 28決算 27決算 29決算 28決算 27決算 29決算 28決算 27決算 29決算 28決算 27決算

売上高 570 559 545 452 435 428 802 771 813 91 73 71 301 295 309

営業原価 453 449 431 368 387 395 493 468 508 68 66 65 296 286 296

売上総利益 116 109 113 84 48 32 309 304 304 23 6 6 4 9 13

販売費及び一般管理費 36 38 39 30 33 35 40 39 46 5 6 6 8 9 10

営業利益 79 71 74 54 14 ▲ 3269 265 257 17 0 0 ▲ 4 0 2

営業外収益 1 2 4 0 0 0 3 10 14 0 0 0 0 0 0

受取利息 1 2 4 0 0 0 3 7 12 0 0 0 0 0 0

雑収入 0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0

営業外費用 12 12 13 6 7 8 17 18 19 3 3 3 － － －

支払利息 12 12 13 6 7 8 17 18 19 3 3 3 － － －

雑損失 － － － － 0 － － － － － － － － － －

経常利益 68 61 65 48 7 ▲11 254 256 253 14 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 4 0 2

特別利益 － － － － － － － － － － － － － － －

特別損失 3 6 7 1 14 5 12 4 12 0 0 1 2 0 0

固定資産除却損 3 6 7 1 14 5 12 4 12 0 0 1 2 0 0

税引前当期純利益 64 54 58 47 ▲ 6 ▲17 241 252 240 14 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 6 0 2

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人税等調整額 0 － － 0 － － ▲ 4 － － 0 － － 0 － －

当期純利益 64 54 58 48 ▲ 6 ▲17 246 252 240 14 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 6 0 2

※百万円未満端数切捨て

平成29年度決算状況（部門別損益計算書）

バスターミナル部門 商業店舗賃貸部門 その他部門オフィス賃貸部門 駐車場部門

資料６



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円） （単位：百万円）

29決算
②

増減
①－②

計画
③

増減
①－③

29決算
⑤

増減
④－⑤

計画
⑥

増減
④－⑥

計画
⑦

増減
④－⑦

売上高 2,198 2,218 ▲19 2,206 ▲ 8 収益的収入 2,227▲ 19 2,222 ▲14 2,532▲ 324

売上原価 1,728 1,680 47 1,748 ▲19 テナント敷金等 8 ▲ 8 - - - -

売上総利益 469 538 ▲68 458 11 出資金 - - - - - -

販売費及び一般管理費 120 121 0 130 ▲ 9その他 - 260 - 260 - 260

営業利益 349 416 ▲67 328 21 収益的支出 1,594191,670 ▲57 2,155▲ 543

営業外収益 9 5 4 16 ▲ 6 テナント敷金等 1 56 - 58 - 58

受取利息 9 5 4 16 ▲ 6 借入金返済 122 122 245 - 245 -

雑収入 0 0 0 - - 大阪市 - - - - - -

営業外費用 37 40 2 44 ▲ 6 国関係 - - - - - -

支払利息 37 40 2 44 ▲ 6 有利子 - - - - - -

雑損失 - - - - - 無利子 - - - - - -

経常利益 321 381 ▲60 299 21 その他 122 122 245 - 245 -

特別利益 - - - - - 建設投資 225 81 216 90 139 168

特別損失 2 20 ▲17 6 ▲ 4 その他投資 1,714▲ 1,514 - 200 - 200

固定資産除却損 2 20 ▲17 6 ▲ 4 その他 - - - - - -

税引前当期純利益 318 361 ▲42 293 25未収金・未払金等増減額 137▲ 225 0 ▲88 0 ▲88

法人税、住民税及び事業税 0 0 - 2 ▲ 1 当年度収支差引 ▲ 1,285 1,24090▲ 136 ▲ 8 ▲36

法人税等調整額 - ▲ 5 5 - - 前期資金残高 3,005▲ 1,285 2,136▲ 416 1,003 717

当期純利益 318 366 ▲48 291 27当期資金残高 1,720▲ 45 2,227▲ 552 995 679

※百万円未満端数切捨て ※百万円未満端数切捨て

平成30年度予算状況

（損益計算書） （資金収支表）

30予算
①

前年度決算比 中期計画比
30予算
④

前年度決算比 中期計画比 特定調停計画比

収

入

2,208

-

-

260

支

出

1,612

58

245

-

-

日本政策投
資銀行

-

-

245

1,674

307

200

-

▲ 88

▲ 44

1,720

資料７



団体名：（株）湊町開発センター 
所管局：都市計画局　

（単位：百万円）

30予算 29決算 増減 30予算 29決算 増減 30予算 29決算 増減 30予算 29決算 増減 30予算 29決算 増減

売上高 571 570 1 450 452 ▲ 1 811 802 8 94 91 2 271 301 ▲30

営業原価 488 453 35 383 368 15 536 493 43 69 68 0 251 296 ▲45

売上総利益 82 116 ▲34 67 84 ▲16 274 309 ▲34 25 23 2 19 4 15

販売費及び一般管理費 37 36 1 29 30 0 40 40 0 5 5 0 8 8 0

営業利益 45 79 ▲34 38 54 ▲16 233 269 ▲35 20 17 2 11 ▲ 4 15

営業外収益 1 1 0 1 0 0 6 3 3 0 0 0 0 0 0

受取利息 1 1 0 1 0 0 6 3 3 0 0 0 0 0 0

雑収入 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － － －

営業外費用 11 12 0 6 6 0 16 17 ▲ 1 3 3 0 － － －

支払利息 11 12 0 6 6 0 16 17 ▲ 1 3 3 0 － － －

雑損失 － － － － － － － － － － － － － － －

経常利益 35 68 ▲33 33 48 ▲15 223 254 ▲31 17 14 3 12 ▲ 4 16

特別利益 － － － － － － － － － － － － － － －

特別損失 0 3 ▲ 2 0 1 0 0 12 ▲11 － 0 0 0 2 ▲ 2

固定資産除却損 0 3 ▲ 2 0 1 0 0 12 ▲11 － 0 0 0 2 ▲ 2

税引前当期純利益 34 64 ▲30 32 47 ▲14 222 241 ▲19 17 14 3 11 ▲ 6 18

法人税、住民税及び事業税 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 －

法人税等調整額 － 0 0 － 0 0 － ▲ 4 4 － 0 0 － 0 0

当期純利益 34 64 ▲30 32 48 ▲15 222 246 ▲23 17 14 2 11 ▲ 6 18

※百万円未満端数切捨て

平成30年度予算状況（部門別損益計算書）

バスターミナル部門 商業店舗賃貸部門 オフィス賃貸部門 その他部門駐車場部門

資料８



（添付資料）

事 業 報 告

平成２９年４月 １日から

平成３０年３月３１日まで

１. 会社の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

平成２９年度の事業経過及び成果を報告します。

・事業部門

【オフィス事業】 

入居率は９８.６２％となった。貸室総面積１９,５６０.７８㎡(５,９２７.

５１坪)、空室面積２７０.２５㎡(８１.８９坪)。特に懸案となっていた５階物

販区画から事務所区画に用途変更した残区画(３５８.３３㎡)と併せて１階空室

区画(２９.７２㎡)の誘致に成功したことによる。収入(賃料＋共益費)は、１０

３.４％の７億１,２４８万円となった。 

【バスターミナル事業】 

発着回数は、１００．０％の１３５,９２８便となった。運休便は、天候不良、

大阪マランン等の影響で１２０.９％の５０２便、定期便では都市間便の減少は

あるが、関空便の定期便２便増や都市間便の続行便増により前年実績を維持する

ことができた。収入は、１０１.２％の２億３００万円となった。関空便のバー

ス利用料金改定や新たな使用料金の導入による効果が大きい。乗降客数は、１０

８.２％の２０７.９万人と初めて２００万人の大台を突破した。 

【駐車場事業】 

一般時間貸し駐車(３８台/１４４台中)の利用状況は、１０５.２％の７５,５

４３台と好調であったことと、長期契約(新たなカーシェアリング契約を含む)

が１５３.１％で好調に推移したことにより、収入は、１２５.６％の９,１８８

万円となった。 

【ツアーバス事業】 

利用状況は、１０３.８％の６,５３１台となった。インバウンドツアーの取り

込みやスキーツアーの集客増が大きな要因である。収入は、１１８.４％の３,

０９５万円となった。

・商業部門

【ОＣＡＴモール】 

物販１８店舗、飲食２０店舗、サービス９店舗、合計４７店舗で、店舗入居率

は９８.５８%となった。貸室総面積６,８４９.１９㎡(２,０７５.５１坪)、空室

面積９７.５１㎡(２９.５４坪)。 

店舗売上高は、物販部門で９２.３％の１１億１,０３８万円、飲食部門で１０

７.７％の１４億９,０５４万円、サービス部門で１１５.４％の２億３,１３０万
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円となった。特に飲食部門は、インバウンド需要に強い店舗が全体的な売上増に

貢献した。収入(賃料＋共益費)は、飲食部門を中心とした売上歩合賃料の増加に

より１０２.５％の３億２,６６０万円となった。 

（２）平成２９年度決算

売上高は、５階空室オフィスへの入居、店舗売上高の向上による歩合賃料の

増加に加えて、駐車場長期利用の大型契約の獲得などにより、１０３.９％の

２２億１,８５３万円となった。

修繕費は減少したが、大規模設備の更新に伴う減価償却費の増加、ガス料金

単価値上げによる光熱水費が増加し、売上原価は１０１.４％の１６億８，０３

０万円、売上総利益は１１２.８％の５億３,８２２万円となった。

販売費及び一般管理費は９６.８％の１億２,１８１万円で営業利益は１１８. 

５％の４億１,６４１万円となり、営業外損益は受取利息等が５２６万円、支払

利息が４,００９万円で経常利益は１１８.４％の３億８,１５８万円となった。

特別損失として、テナント入替等による設備の撤去費及び除却損２,０１８

万円を計上し、税引前当期純利益は３億６,１３９万円、法人税、住民税及び

事業税を控除したうえに税効果会計適用による繰延税金資産５５６万円を計

上した結果、当期純利益は１２３.７％の３億６,６５３万円となった。

（注）金額は 1万円未満切捨て

（３）今後の課題

当社ビルは建設から２０年以上を経過し、大半の大規模設備が更新時期を迎え

ます。 

そのための更新経費の資金調達や設備投資による減価償却費の増加が経営収

支を圧迫することは避けられない状況です。 

 賃貸収入は入居率９８．６１％と高い水準ですが、当社ビルのレンタブル比は

３５％しかないことから、現状以上の収益確保は非常に難しい状況です。 

特定調停での約束である借入金の返済を着実に行いながら平成４５年度以降

のビル運営のあり方を今後検討します。 
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（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
平成２６年度

（第 27期）

平成２７年度

（第 28期）

平成２８年度

（第 29期）

平成２９年度

（第 30期）

売上高 2,134,479千円 2,168,438千円 2,135,230千円 2,218,534千円

経常利益 327,853千円 305,910千円 322,197千円 381,581千円

当期純利益 315,869千円 278,937千円 296,331千円 366,535千円

一株当たり当期純利益 0円 1銭 0円 1銭 0円 1銭 0円 2銭

総資産 17,437,536千円 16,809,273千円 16,245,701千円 16,075,147千円

純資産 3,623,463千円 3,902,401千円 4,198,733千円 4,565,268千円

（注）一株当たり当期純利益は、発行済株式の期中平均株数で算出しています。

（５）主要な事業内容（平成３０年３月３１日現在）

① 自動車ターミナル施設の経営

② 不動産の賃貸及び管理業

③ 駐車場の経営

④ 各種イベントの企画、立案及び実施

⑤ その他

（６）主要な事業所（平成３０年３月３１日現在）

本社 大阪市浪速区湊町一丁目４番１号（大阪シティエアターミナルビル）

（７）従業員の状況（平成３０年３月３１日現在）

従業員数１５名（前期末比２名減）
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（８）主要な借入先の状況（平成３０年３月３１日現在）

借 入 先 借入金残高 （千円）

大阪市 6,000,680 

株式会社 みずほ銀行 1,166,782 

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 748,373 

株式会社 三井住友銀行 618,619 

三井住友信託銀行 株式会社 478,995 

株式会社 りそな銀行 414,016 

近畿産業信用組合 287,319 

株式会社 近畿大阪銀行 204,602 

信金中央金庫 134,790 

２．株式に関する事項（平成３０年３月３１日現在）

（１）発行可能株式総数 普通株式 22,810,060,000株

（２）発行済株式総数 普通株式 22,810,057,784株

（３）株主数 ２５名

（４）発行済株式の総数の１０分の１以上の数の株式を保有する大株主

株主名
当社への出資状況

持株数 （株） 出資比率 （％）

大阪市 22,809,981,600 99.99 
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３．会社の役員に関する事項

（１）取締役及び監査役（平成３０年３月３１日現在）

地  位 氏  名 担当又は主要な職業

代表取締役社長 間渕  豊

専務取締役 齋藤 貞太郎 事業統括部担当

常務取締役 松下 俊明 総務部担当

取締役 山田 裕文 大阪市都市計画局 開発調整部長

取締役 日名田 高志
西日本旅客鉄道株式会社 

執行役員建設工事部長

取締役 鶴田  一樹
関西電力株式会社 

お客さま本部 地域開発部長

取締役 竹口 文敏 大阪瓦斯株式会社 執行役員総務部長

常勤監査役 渡辺 公敏

監査役 上原  理子 弁護士 上原合同法律事務所

監査役 野原 賢一郎 大阪市都市計画局 企画振興部長

（注）当事業年度中の異動

１ 平成 29年 6月 26日付で次の取締役が選任され、就任しました。

       取締役  間渕  豊

取締役  日名田 高志

   ２ 平成 29年 6月 26日付で次の取締役が辞任しました。

       取締役  星田 八郎太

取締役  土田 克己

   ３ 平成 29年 6月 26日付で次の監査役が選任され、就任しました。

       監査役  野原 賢一郎

   ４ 平成 29年 6月 26日付で次の監査役が辞任しました。

       監査役  黒川 幸太郎

   ５ 平成 29年 8月 1日付で次の取締役が選任され、就任しました。

       取締役  山田 裕文

   ６ 平成 29年 8月 1日付で次の取締役が辞任しました。

       取締役  寺本  譲

5



（２）取締役及び監査役の報酬等の額

区 分
取締役 監査役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

定款又は株主総会

決議に基づく報酬
４名 28,284千円 ２名 5,700千円 ６名 33,984千円

（注）１ 取締役の報酬限度額は、平成 4年 6月 29日開催の第 4回定時株主総会

決議に基づく年額 70,000 千円以内であり、監査役の報酬限度額は、平成

19年 6月 28日開催の第 19回定時株主総会決議に基づく年額 15,000千円

以内です。

   ２ 期末現在の人員は、取締役７名、監査役３名です。

   ３ 上記の人数には、平成２９年６月２６日開催の第２９回定時株主総会終

結の時をもって辞任した取締役１名を含んでいます。

４．会計監査人に関する事項

名 称 有限責任 あずさ監査法人

５．親会社等との間の取引に関する事項

大阪市は当社株式の 22,809,981,600 株（持株比率 99.99％）を保有し、当社は

大阪市から資金を借り入れ、補助金の交付及び損失補償を受けるとともに、同市

に対し資金の立替を行い、OCATビルの一部をオフィスとして賃貸しています。

（１）当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

同市に対するオフィスの賃貸は、当該取引の必要性及び取引条件が、第三者

との通常の取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、

公正かつ適正に決定しています。

（２）当該取引が当社の利益を害さないかどうかの取締役会の判断及びその理由

   当社は、取締役会において多面的な議論を経たうえで、当該取引を実施して

いることから、当該取引は当社の利益を害さないものと判断しています。

（３）取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見

   該当事項はありません。 
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(単位：千円）

金　額 金　額

Ⅰ．流動資産 2,479,058 Ⅰ．流動負債 1,631,559

現金及び預金 1,720,483 一年内返済予定の長期借入金 947,807

売掛金 485,015 未払金 520,173

有価証券 260,000 未払費用 19,826

前払費用 4,932 未払法人税等 420

繰延税金資産 5,563 未払事業所税 3,691

未収入金 1,366 未払消費税等 10,659

未収収益 2,411 預り金 1,163

仮払金 265 前受収益 115,923

貸倒引当金 △ 980 賞与引当金 11,893

Ⅱ．固定資産 13,596,089 Ⅱ．固定負債 9,878,319

(1) 有形固定資産 5,178,299 長期借入金 9,106,372

建物 5,103,557 預り保証金 746,435

構築物 6,737 退職給付引当金 25,511

機械及び装置 24,662

工具器具及び備品 36,719 11,509,878

建設仮勘定 6,622

(2) 無形固定資産 267 Ⅰ．株主資本 4,565,268

電話加入権 66 (1) 資本金 100,000

ソフトウェア 201 (2) 資本剰余金 25,000

(3) 投資その他の資産 8,417,522 資本準備金 25,000

投資有価証券 1,873,735 (3) 利益剰余金 4,440,268

出資金 1 その他利益剰余金 4,440,268

長期前払費用 32,128 　別途積立金 720,000

預託金 10,977 　修繕積立金 3,000,000

長期性預金 500,000 　繰越利益剰余金 720,268

長期立替金 6,000,680 4,565,268

16,075,147 16,075,147資産合計 負債及び純資産合計

貸  借  対  照  表
平成30年3月31日現在

科　目 科　目

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

純資産合計
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(単位：千円）

Ⅰ．売上高 2,218,534

Ⅱ．売上原価 1,680,308

売 上 総 利 益 538,226

Ⅲ．販売費及び一般管理費 121,814

営 業 利 益 416,411

Ⅳ．営業外収益

受取利息配当金 640

有価証券利息 4,445

雑収入 181 5,267

Ⅴ．営業外費用

支払利息 40,097 40,097

経 常 利 益 381,581

Ⅵ．特別損失

固定資産除却損 20,189 20,189

税 引 前 当 期 純 利 益 361,392

法人税、住民税及び事業税 420

法人税等調整額 △ 5,563

当 期 純 利 益 366,535

損  益  計  算  書
自　平成29年4月 1日

至　平成30年3月31日

科　　目 金　　額
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(単位：千円）

別途
積立金

修繕
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 25,000 720,000 2,800,000 553,733 4,198,733 4,198,733

当期変動額

　修繕積立金の積立 200,000 △ 200,000  

　当期純利益 366,535 366,535 366,535

当期変動額合計  200,000 166,535 366,535 366,535

当期末残高 100,000 25,000 720,000 3,000,000 720,268 4,565,268 4,565,268

株主資本等変動計算書
自　平成29年4月 1日

至　平成30年3月31日

株　主　資　本

純資産合計
資本金

資本
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他利益剰余金
資本
準備金
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個 別 注 記 表 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券・・・償却原価法 

２．有形固定資産の減価償却の方法・・・定額法 

ただし、建物については平成 10 年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われている

が、改正前の耐用年数を継続して適用している。

３．無形固定資産の減価償却の方法・・・定額法 

ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法

を採用している。

４．引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

（２）賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与にあてるため、支給見込み額に基づき当期に帰属する額

を計上している。 

  ＜追加情報＞ 

当社は平成 30 年 4 月 1 日より給与規程を改定し、支給対象期間を以下のとおり変更

している。 

変更前 夏季賞与：12 月 2 日～6 月 1日  冬季賞与：6月 2 日～12 月 1 日 

変更後 夏季賞与：10 月 1 日～3 月 31 日 冬季賞与：4月 1 日～9 月 30 日 

この変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ

3,964 千円減少している。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給与の支払に備えるため、当期末における退職給付債務の額に基づき、

当期において発生していると認められる額を計上している。 

５．消費税等の会計処理 

税抜方式を採用している。 
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貸借対照表関係 

１．資産につき設定している担保権の明細 

（単位：千円） 

種　類 期末帳簿価額 内　 　容 期末残高

建　物 5,103,557 長期借入金（注） 4,053,500

定期預金 182,882 預り保証金 182,882

計 5,286,439 計 4,236,382

担保に供している資産 担保権によって担保されている債務

(注)1 年以内返済予定のものを含んでいる。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 31,521,594 千円 

 (減損損失累計額 20,154,804 千円を含む) 

３．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮累計額 8,536,793 千円 

損益計算書関係 

売上高には公的施設運営補助金 366,895 千円を含んでいる。 

株主資本等変動計算書関係 

発行済株式の数 

（単位:株） 

株式の種類 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

普通株式 22,810,057,784 - - 22,810,057,784

税効果会計関係 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） （単位：千円）

繰越欠損金 614,623

減損損失 4,202,351

減価償却限度超過額 39,015

その他 14,894

繰延税金資産小計 4,870,884

評価性引当額 △ 4,865,321

繰延税金資産合計 5,563
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金融商品の時価等に関する事項  

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、銀行等金融機関、大

阪市からの借入により資金を調達している。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、預り保証金の受け入れ等によってリスク低減を図って

いる。長期立替金は関西本線今宮・湊町連続立体交差事業に係る工事費を大阪市に替わり支

払ったものであり、投資有価証券は満期保有目的の公社債である。  

長期借入金は設備投資に係る資金調達及び長期立替金の支払のための資金であり、設備投

資に係る借入金利は特定調停条項に基づき 5年ごとに見直される。また、長期立替金に係る

借入金は大阪市から無利息で借入している。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりである。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)現金及び預金 1,720,483 1,720,483 －

(2)売掛金 485,015 485,015 －

(3)有価証券及び投資有価証券 2,133,735 2,138,080 4,344

(4)長期性預金 500,000 500,324 324

(5)長期立替金 6,000,680 5,769,024 △ 231,655

(6)未払金 520,173 520,173 －

(7)長期借入金 10,054,180 9,899,383 △ 154,796

(8)預り保証金 746,435 667,145 △ 79,290

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）現金及び預金（２）売掛金（６）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。 

（３）有価証券及び投資有価証券（４）長期性預金 

金融機関の時価情報によっている。 

 （５）長期立替金（７）長期借入金（８）預り保証金 

元利金の合計額を、特定調停条項に基づき平成 29 年度末に改定されたと仮定した利

率で割り引いて算定する方法によっている。 
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賃貸等不動産の時価に関する事項 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、大阪市において賃貸オフィス・商業施設を所有している。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸オフィス・商業施設の一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産と

して使用される部分を含む不動産としている。 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額及び時価は、次の通りである。 

(単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産

5,103,557 4,520,000

(注) (１) 貸借対照表計上額は、建物の取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計 

額を控除した金額である。 

(２) 当期末の時価は、不動産鑑定士による鑑定評価額である。 

関連当事者との取引関係 

１．法人主要株主等

役員の
兼任等

事業上
の関係

補助金収入 補助金収入 366,895 売掛金 366,895

資金の借入 資金の借入 － 長期借入金 6,000,680

資金の立替 資金の立替 － 長期立替金 6,000,680

損失補償
（被補償）

損失補償
（被補償）

4,072,991 被補償債務 －

不動産賃貸 賃料収入 225,935 売掛金 1,409

2名
 被所有
 直接

 99.99％

地方公
共団体

大阪市
主要
株主

期末残高
(千円)

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目種類
関連当事者との関係

議決権等
の所有

(被所有)
割合

事業の
内容

会社等
の名称

(注)取引条件ないし取引条件の決定方針等  

  (１)補助金収入については、非収益性・低収益性を有する部門にかかる公的機能の維持に

ついて受けており、それらの必要経費を基に決定している。 

  (２)借入利率は財政支援の一環として無利子となっており、担保は提供していない。 

  (３)立替金は、JR 関西本線連続立体交差事業(立葉元町線以北)にかかる工事代金である。 

  (４)損失補償については、特定調停条項に基づき金融機関からの借入金等に対して、金融

機関が担保物件の処分など回収努力をしてもなお回収不能が発生した場合の当該回収

不能額について大阪市が損失額を補償することとなっており、補償料はない。 

    なお、取引金額は平成 30 年 3 月 31 日現在の金融機関からの借入残高及び未払利息を

計上している。 

  (５)賃料収入については、当社の標準賃料を基に交渉の上決定している。 

一株当たり情報に関する注記 

一株当たり純資産額       20 銭 
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一株当たり当期純利益 2 銭 

資産除去債務に関する注記 

当社は、土地を賃借し店舗および不動産賃貸事業をおこなっており、土地所有者と

の土地賃借契約には、退去時の原状回復義務について記載されているが、事業を継続

する上で賃借契約を継続することを予定し、移設、撤去が困難であり原状回復義務の

履行の蓋然性が極めて低いことにより、資産除去債務を計上していない。 
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